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地図への文書自動配置機能の地域内情報発信システムへの適性評価

細川 宜秀†

† 群馬大学大学院工学研究科
あらまし 本稿では，地図への文書自動配置機能の地域内情報発信システムへの適性を明らかにする．ここで，地図

への文書自動配置機能とは，場所の解説文を対応する緯度経度に自動翻訳するものである．これにより，情報発信者

に，煩わしい地図操作を行わせることなく地域情報を地域内の目的の場所に配置させることを可能にする．
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Function to Geo-Targeting for Regional-Oriented Information
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Abstract In this paper, we demonstrate the applicability of our context-dependent geocoding function to geo-tar-

geting for regional-oriented information. The main feature of our approach for the geo-targeting is to employ our

powerful geo-coding technique. Our technique was based on an idea that each location can be identified by handling

both its geographical and non-geographical features. Here, the geographical features of a location are defined as the

data items used for specifying the location. Geocodes, full address strings, landmark and city names are often used

as geographical features of locations. Non-geographical features of a location are defined as location-independent

data items of historical events which happened at the location. These features are also defined as location-inde-

pendent data items of objects which were found in the location. Thus, the technique will increase the number of

input representations for geocoding. Consequently, it will increase the opportunities for spreading regional-oriented

information within a targeted region.
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1. は じ め に

無線ネットワーク技術，位置センシング技術，端末小型化技

術の発展・普及は，コンピュータ・ネットワーク上に蓄積され

た地域に関する情報（地域情報）を獲得するためのハードウェ

ア基盤構築に貢献してきた．それらは，位置に依存した地域情

報獲得に対するニーズ引き上げの 1 つの原動力となっている．

しかしながら，次の課題がそのニーズ実現を妨げている：(課

題) 広域ネットワーク上に蓄積された地域情報の量が少ない．

本稿において，この課題に対する次の 2 手法を実現し，それ

らの手法の地域内情報発信への適性を明らかにする．

手法-1 地図への文書自動配置機能 [2], [3]の地域内情報発信

システムへの適用

本手法は，地名文字列から緯度経度への自動翻訳技術（ジオ・

コーディング技術）を用いて，情報発信者が意図した緯度経度

を地域情報に自動的に関連付けるものである．ここで，地域情

報と緯度経度の関連付け操作の労力は，ウェブに向けた情報発

信には本質的に不必要なものであるため，地域に向けた情報発

信の敷居を高くする要因となっている．本手法の目的は，自動

翻訳という技術的解法により情報発信者が伴う労力を削減す

ることによって，地域情報発信数を増加させることにある．本

手法の最大の特徴は，我々が先行研究において実現したジオ・

コーディング技術である「地図への文書自動配置機能」を適用

することにある．既存ジオ・コーディング技術 [1] [8] [11] [12]と

の比較における，地図への文書自動配置機能の最大の特徴は，

翻訳対象地名文字列を「地名が指す場所の説明文」と拡大した

ことにある．なお，地名が指す場所の説明文には，その場所の

地理的特徴と非地理的特徴を表す語群が含まれているものとす

る．ここで，地理的特徴とは，住所や市名のような，それ単独

で地理空間上の特定の場所を指し示すテキスト・データを表す．

非地理的特徴とは，地理空間上の場所に関連するが，それ単独

で地理空間上の場所を指し示すことができないテキスト・デー

タを表す．「地名が指す場所の説明文」を翻訳対象とするとは，

場所に関する非地理的特徴を活用することを指す．



店-Aの店主

店-A（八百屋）
: N 市 A 通り, 305

本システム

店-Bの客: 店-Bでキャンペーンに関する2店の情報を獲得

店-C （八百屋）
: M 市 C通り, 112

店-B（肉屋）
: N 市 A 通り
, 68

地域情報-C
地域情報-D

店-Bの店主

(1) 配置先: N市A通り沿いの肉屋と八百屋
(2) 題目: カレーとシチューのキャンペーン
(3) 内容: 今週，次の野菜を安売りします．
にんじん(5 本): 200 円,  
たまねぎ(5 個): 200 円
[ポークシチューの作り方] ...
[材料] 豚肉細切れ: 100g, にんじん: 3 個, 
たまねぎ: 1 個, じゃがいも: 2 個, ...
店-Aの店主により発信された地域情報-A

(1) 配置先:  N市A通り沿いの八百屋，店-B
(2) 題目: カレーとシチューのキャンペーン
(3) 内容: 今週一杯，次の品を安売りします．
豚細切れ(100g): 200 円 
[我が家のカレーの作り方] ...
[材料] 豚細切れ: 200g, にんじん: 1 本, 
たまねぎ: 2 個, じゃがいも: 4 個, ...

店-Bの店主により発信された地域情報-B

地域情報-A
地域情報-B
地域情報-E

地域情報-A
地域情報-B
地域情報-C

図 1 場所の説明文による地域内情報発受信例

図 1 は，地図への文書自動配置機能を用いた場所の説明文に

よる地域内情報発信例を表す．この例において，地図への文書

自動配置機能は，「配置先」項目に記述された場所の説明文を緯

度経度に翻訳し，その緯度経度を発信される地域情報に関連付

ける．この図は，2商店主による地域情報発信が実施された様

子を表している．両者の情報発信先は店-Aと店-Bである．場

所の説明文中の「N市」，「A通り」，ならびに，「店-B」は地理

的特徴を表す．「肉屋」と「八百屋」は非地理的特徴を表す．こ

のように，場所に関する非地理的特徴を活用することによって，

配置場所の地理的特徴の断片しか記憶していない情報発信者に，

発信情報と発信者が意図した緯度経度の関連付けを行わせるこ

とが可能となる．さらに，（コンピュータシステムを介した）地

図操作を苦手とする情報発信者に，地図操作なしにその関連付

けを実施させる機会を提供する．

なお，我々は，先行研究 [4]において，図 1 を達成するため

のシステムの実現方式を示した．本稿は，その先行研究におい

て未実施である，地図への文書自動配置機能の地域内情報発信

への適性評価実験を報告するものである．

手法-2 地域-大学連携による地域情報発信・共有の実現

課題の 1要因として，地域情報の作成，ならびに，発信者数

が少ないことが上げられる．2006年における統計局調査によれ

ば，日本において，10歳以上の人口の 59.4 % がインターネッ

トを利用し，さらに，インターネット利用者の 6.9 % がホーム

ページやブログを開設し，情報発信を行っている [9]．

そこで，地域住民とその地域の大学生の連携による情報発信

者数増大を目指す．具体的には，桐生商店街店主と群馬大学工

学部情報工学科 3年生を対象に，原則「1商店主-2大学生」か

らなる小隊を複数編成する．地域住民として商店主を選んだ理

由は，（地域情報の 1つである）商店情報の発信を介して地域情

報発信に対する動機付けが行いやすいと考えたことにある．小

隊編成の利点として，次の 2項目が考えられる：(a) 地域情報

の発掘源を事前に限定することにより，大学生が地域情報を発

掘・発信しやすくなる．(多くの場合，同じ小隊に属する商店主

の商店が，地域情報の主要な発掘源となると予想される．) (b)

大学生がコンピュータ・システム使用を苦手とする商店主に個

別サポートできる．

2. 地図への文書自動配置機能を有する地域内情
報発信システム

本節では，文献 [4] において開発された地図への文書自動配

置機能の地域内情報発信への適用方式を述べる．本方式と先行

研究 [3]に示す実現方式の差異は次の 2点にある．

差異-1 場所に関する説明文に含まれる空間的文脈は単一であ

るとし，その説明文を構成する全語群を唯一の空間的文脈とし

て抽出するものとした．ここで，空間的文脈とは，説明文を構

成する語群のうち，その説明文に含まれる地名が指し示す意味

（緯度経度）を特定するのに貢献する語群を表す．この主な理由

は次の 3点にある：(理由-1) 先行研究では，地名を含む任意の

文書データ，つまり，空間的文脈としてふさわしくない語群が

含まれる文書データを翻訳対象としていたのに対し，本機能は，

情報を配置するための場所を指し示す文書データを対象とする

ためである．さらに，我々は，情報発信者に場所の説明文の入

力を促すことにより，空間的文脈としてふさわしくない語群の

混入が大方避けられるものと判断した．(理由-2) 文書データか

ら地名毎に空間的文脈を認識する技術がいまだ確立されていな

いことにある．(理由-3) 異なる空間的文脈毎に，情報発信者に

本機能の繰り返し使用の労力を負わせることにより，理由-2に

おいて述べた確立されていない技術の活用を避けることができ

る．我々は，情報発信者に本機能の繰り返し使用のための労力

を負わせることよりも，低性能な空間的文脈認識技術を活用す

ることによって情報発信者が欲する場所を探し出せないことの

方が重大であると判断したためである．

差異-2 場所の説明文に含まれる地名の翻訳結果を単一の集合

にまとめて出力するものとした．

この理由は，場所の説明文に含まれるすべての地名に対し，

同一の空間的文脈を適用することとしたためである．その説明

文に複数の地名が出現した場合，それぞれの地名に対するシス

テムの翻訳結果（それらの地名が指す場所）が類似することが

予想される．ゆえに，我々は，各地名の翻訳結果を 1つにまと

めても差し支えないと判断した．

なお，本稿の主旨が地図への文書自動配置機能の地域内情報

発信への適性評価にあることと紙面の都合から，その機能の地

域内情報発信への適用方式のみを示す．

2. 1 地図への文書自動配置機能の地域内情報発信システム

への適用方式

2. 1. 1 データ構造

地図への文書自動配置機能は次の表に対して定義される．

Locations: この表は，地図への文書自動配置機能を地域内情

報発信に適用することを目的とし，次の 5要素の組集合として

定義される：場所識別子 (bid)，緯度経度，ランドマーク名，住

所，ランドマークに関する非地理的特徴．

2. 1. 2 機 能

次は，場所の説明文を，その説明文が指し示す場所の緯度経

度に翻訳する機能 search bowls の入出力を表す．

search bowls(Locations,配置場所の説明文, m)



（場所の説明文，m）＝（N市A通り沿いの肉屋と八百屋，2）

手順-1：場所の説明文に含ま
れる空間的文脈に類似するラ
ンドマーク検索

表 ‘Location’ relation (bid 属性は紙面の都合上省略)
ランドマーク名 非地理的特徴

店-A 八百屋, 野菜
店-B 肉屋，豚肉，牛肉
店-C 八百屋，野菜
店-D 肉屋，豚肉，鶏肉

(1) 店-A

(3) 店-D
(1) 店-B

(4) 店-C

手順-2.1：場所の説明文
からの地名抽出と解候補
ランドマークの検索
（説明文の語とLocations
の住所属性間のパターン
照合（部分一致））

N市

手順-3： 手順-2の解候補から手順-1の上位 m 個のランドマークを抽出

N市A通り, 305
N市A通り, 68

M市C通り, 112
M市A通り, 31

緯度経度
(W’x1, N’y1)
(W’x2, N’y2)
(W’x3, N’y3)
(W’x4, N’y4)

住所

3

2
3

1

店-A

地理的特徴

店-B

A通り
店-A
店-B

手順-1.1: 場所の説明文からの空
間的文脈抽出 

手順-1.2: 場所の
説明文とランド
マーク間の空間
的文脈の類似性
評価
（既存文書検索
の適用）

類似性 店-D

手順-2.2：手順-2.1から得
られた複数解候補集合の
単一集合化

手順-2：場所の説明文に含まれる地理的特徴
に類似する解候補ランドマークの検索

店-A
店-B
店-D

店-A
店-B

(W’x1, N’y1)
(W’x2, N’y2)

図 2 地域内情報発信のための地図への文書自動配置機能の実行手順

→ {bid1, ..., bidn}

ここで，m は，翻訳結果の最大出力個数を表す．bidi (i = 1 ∼
n) は，翻訳された場所の場所識別子を表す．なお，n <= m で

ある．

その実行手順の概要は，次のとおりである．(手順-1) 説明文

から抽出された空間的文脈と Locations に保持された場所の空

間的文脈の類似性を評価する．ここで， Locations に保持され

た場所の空間的文脈をその住所，ランドマーク名，非地理的特

徴を合わせた語群とする．この類似性は，ベクトル空間モデル

など，類似度毎に文書データの並び替えを行える文書検索手法

に基づいて算出されるものとする．(手順-2) 説明文から抽出さ

れた地理的特徴と Locations に保持された場所の地理的特徴の

類似性を評価する．この類似性は，0，もしくは，1 の値により

表現され，説明文から抽出された地理的特徴が，Locations.住

所に含まれた場合 1，さもなければ 0 とする．この評価を，パ

ターンマッチング技術に基づく従来の主要なジオ・コーディン

グを用いて実施する．(手順-3) 2つの類似性を掛け合わせた値

の大きい順に Locations に保持された場所を並び替え，その上

位 m 個の場所識別子を出力する．

図 2 に，その実行例を示す．この図の手順-1において，説明

文とランドマークの空間的文脈に共通に出現する単語数を類似

性を表す値とした．評価実験に使用したプロトタイプにおいて，

手順-1.2 を TF-IDF重み付けとベクトル空間モデルに基づい

た文書検索方式にしたがって実装した．

2. 1. 3 モバイル・コンピューティング環境を対象とした地

域内情報発受信システムの実装方式

本システムは，地域内を移動する情報受信者に，地域内に貼

り付けられた情報を適宜獲得されるための環境を実現するのに

使用されるものとする．そこで，次の 2種類の場所を発信情報

に張り付けるための仕組みを装備している．

配置先 情報発信者が発信情報を貼り付ける場所（情報受信者

による閲覧を期待する場所）

Web サーバ

PostgreSQL

サーブレット
プログラム

HTTP

パスワードによる認証, 
HTTP over SSL

本システムの基本機能群

QRコード

情報受信者 情報発信者

..., Locations, ...

図 3 ウェブ技術に基づいた地域内情報発信システムの構成

誘導先 情報発信者が情報受信者を誘導させたい場所

図 1 は，店-A，ならびに，店-Bの店主らが，自身の発信情報

に，発信情報の配置先として，店-Aと店-Bの場所を関連付け

た様子を表している．ここで，店-Aの店主が，自身の発信情報

に，誘導先として店-A（自店）を関連付け，店-Bの客がその発

信情報を閲覧した場合，その客に店-Bから店-Aへの誘導経路

を提示することが可能となる．なお，これらの場所の緯度経度

は，前節で述べた search bowls を用いて，その場所を指す説

明文から翻訳される．

本地域内情報発受信システムをウェブ技術を基礎に構築した．

ウェブ技術に基づいた実装を行う主な理由は次の 3点にある：

(1) ウェブ技術が多様な有無線広域ネットワークからのデジタ

ル・コンテンツ・アクセスのための共通インフラとして普及し

ている．(2) ウェブ・ブラウザを装備した携帯電話が普及して

いる．(3) ユーザ認証，ならびに，セキュア・コミュニケーショ

ンが実現されている．図 3 は，本システム構成を表す．その実

装方式の詳細を文献 [4]に示した．

我々は，QRコード（注1）を介して，情報受信者が本システム

に蓄積された地域情報にアクセスする方式を採用した．各 QR

コードに，それを掲示する場所の場所識別子を埋め込んだ．こ

れにより，情報受信者は地域内に配置された QR コードを撮影

することによって，その場所に配置された地域情報を閲覧する

ことを可能にする．

ここで，本システムにおいてQRコードを採用した主要な理

由は，次の 4項目にまとめられる．（理由-1）QRコードを撮影

するという簡易な操作によって，地域情報にアクセスできる．

つまり，本システムから地域情報を獲得する際の，情報受信者

が入力すべき URL 打ち込み労力低減に貢献する．（理由-2）携

帯電話の標準メニューにQRコード・リーダー起動項目が含ま

れている．QRコード・リーダーを標準搭載した携帯電話が普

及していることを考慮すると，本システムを実社会において広

く啓蒙・活用を促進するための労力低減が可能である．具体的

には，本システムの情報受信候補者への新規機器配布と利活用

促進のための対話サポート労力低減が可能となる．（理由-3）新

規配置先設置に要する人的コスト低減を達成できる．具体的に

は，RFIDタグや ICカードと異なり，配置先に機械装置設置

が不要である．具体的には，紙に印刷したQRコードを新規配

置先に設置すれば，即座に利用可能になる．紙に印刷した QR

コードが機械装置でないことを考慮すると，機械操作を苦手と

する情報発信者に新規配置先設置に対する障壁低減に貢献する

（注1）：株式会社デンソーの登録商標である．



（2） 発信情報=
(題目, 内容)

(手順-D.1)

（4）発信情報
有効期限

(手順-D.3) (手順-D.4)

(手順-D.2)

（1）配置先
（5）場所の
説明文

（6）誘導先
選択

（3）誘導先

（7）配置先
選択

翻訳結果

図 4 本システムにおける情報発信手順

ものと考えられる．特に，コンピュータなどの機械操作を得意

としない高齢者が多く在住する地方地域において，その貢献は

大きいと考えられる．

本システムにおける情報発信は，次の 4手順により実施され

る (図 4)：(手順-D.1) 発信情報とその有効期限を入力する．(手

順-D.2) 発信情報に関連付ける配置先候補と誘導先候補を探す．

この手順は，search bowls を用いて実行される．(手順-D.3)

発信情報に配置先と誘導先を関連付ける．(手順-D.4) 発信情報

を関連付けた配置先に配置する．現在のプロトタイプは，発信

情報に複数の配置先と単一の誘導先を関連付けられるように実

装されている．

このバス停の
場所識別子が
埋め込まれた
QRコード

バス停(手順-B.1)

(手順-B.2) (手順-B.3) (手順-B.4)

図 5 本システムにおける情報閲覧手順

本システムにおける情報受信は，次の 4手順により実施され

る (図 5)：(手順-B.1) 携帯端末を用いて，QR コードを撮影す

る．(手順-B.2) QRコードが掲示された場所に配置された地域

情報のリストをダウンロードする．このリストは，最近発信さ

れたものが上位になるように，地域情報を並べたものである．

(手順-B.3) そのリストから閲覧したい地域情報を 1 つ選択し，

閲覧する．(手順-B.4) その配置先から誘導先までの誘導情報を

閲覧する．現在のプロトタイプは，その配置先から誘導先まで

の経路を含んだ地図を誘導情報として提示するように実装され

ている．また，「EZナビウォーク」のような携帯電話を対象と

したナビゲーション・システムに配置先と誘導先の緯度経度を

渡すことによって，情報閲覧者を即座に誘導することも可能で

ある．

3. 地図への文書自動配置機能の地域内情報発信
システムへの適性評価

本節では，実証実験により，地図への文書自動配置機能の地

域内情報発信システムへの適性を明らかにする．その適性評価

を，本稿第 2. 節において述べた地域内情報発信システムのロ

グを集計することによって行う．

表 1 は，文献 [4] に示す先行研究において実施した実証実験

（先行実証実験）と本実証実験の相違点をまとめたものである．



表 1 先行実験と本実験の相違点

先行実証実験 本実証実験

目的 (1) 地図への文書自動配置 (1) 地図への文書自動配置機

機能を有する地域内情報発 能の地域内情報発信システム

信システムの実空間におけ への適性評価

る動作検証 (2) 地域-大学連携による地

(2) 商店主による地域情報 域情報発信数増加

形成の可能性検証

情報発信者数 4 商店主 12 商店主+16 大学生 (8 小

隊編成; 1 小隊=1∼2 名の

商店主+1∼2 名の大学生)

実施地区 東京都中野区川島商店街 群馬県桐生市中心街

Locations に登 92 店舗, 3 地域掲示板 69 店舗, 27 バス停, 3 公共

録された場所数 施設, 群大桐生キャンパス

情報発信者が 5 8

1 日に配置でき

る最大配置先数

実施期間 (1) 2006 年 10 月 ∼ 12 月 2009 年 5 月 ∼ 7 月

(2) 2007 年 1 月 ∼ 6 月

我々は，群馬大学工学部「地域力による脱温暖化と未来の街

- 桐生の構築」プロジェクト (以後，「脱温暖化 PJ」と略す．)

の社会実験の 1つとして，桐生市，桐生市商店街からの協力の

元，本実証実験を実施した [5]．このプロジェクトの主要目的

は，次の 2点にある：(a)桐生市民と来桐者間での地域情報共

有による桐生コンパクト・シティ形成モデルの構築，ならびに，

(b)桐生商店街活性化．

3. 1 実 験 環 境

本実験環境は，実験実施経過にしたがって変化した．その主

要な変化は次のとおりである．

（ 1） 本実験開始前：表 Locations に，桐生市中心街にある

27バス停，21店舗，ならびに，1公共施設を登録した．登録し

たバス停は，JR桐生駅から桐生女子高校までの 2主要道路沿

いにある (図 6)．店舗の非地理的特徴には，それらのウェブサ

イト掲載の店舗商会情報を用いた．27バス停すべてにQRコー

ドを設置した．

群馬大学情報工学科 3年生を対象とした講義「ユビキタス情

報デザイン」を 2009年度前期に新規開講した．この講義目的

は，商店主と大学生の連携機会を設定することにある．なお，

この講義の開始直後 1ヵ月間を地域内情報発信システムの講習

に充てた．

継続的な地域情報発信を達成するために，その講義の単位認

定条件に次の 2 項目を設定した：(i) 毎週，地域情報発信を行

うこと，ならびに，(ii) 講義最終日にその結果を発表すること．

受講者と商店主との連携を促すために，5月から 7月の間，隔

週で，6 回の打ち合わせ機会（1回当たり 3時間程度）を設け

た．また，各打ち合わせ機会において，我々は，彼らに地域内

情報発受信システムのアクセス・ログの集計結果を提示した．

なお，本講義の受講者数は 16 であった．

（ 2） 本実験開始時：8名の商店主が参加した．そこで，商

店主 1名と 1∼2 名の学生からなる小隊を 8 つ編成した．参加

商店主に，彼らの店舗の場所識別子を埋め込んだ複数枚の QR

県道66号線 
(桐生市中心街
主要道路)

桐生女子高校

桐生市商店街

観光地県道3号線 (桐生市
中心街主要道路)

2.5 km

3 km

群馬大学
桐生キャンパス

JR桐生駅

(Powered by GoogleMap service)

図 6 本実験実施領域 (桐生市中心街)

コードを手渡した．

（ 3） 新地域情報源発掘：本実験期間中に，受講生と参加商

店主は，10 店舗と 1 公共施設を新しい地域情報源として発掘

した．これらの施設の場所を表 Locations に新規登録した．

（ 4） 新情報発信者発掘：新しい地域情報源として発掘され

た店舗から，4 名の商店主が本実験に新規参加した．4 商店主

をいくつかの小隊に割り当てた．また，新規参加の商店主に，

彼らの店舗の場所識別子を埋め込んだ複数枚の QR コードを手

渡した．

（ 5） 本実験開始開始から 1.5カ月後 (2009年 6月中旬)：群

馬大学桐生キャンパスと 2 公共施設を地域内情報発信システ

ムに新規登録した．群馬大学桐生キャンパス内の人の集まりそ

うな約 30 の場所にキャンパスの場所識別子を埋め込んだ QR

コードを配した．その大半を食堂の机の上に設置した．

（ 6） 地域情報の提供：脱温暖化 PJの構成員 1名から，彼

のブログに掲載された 37 レストランの紹介記事を，地域内情

報発信システムにおいて活用することの提案を受けた．その提

案を受け入れ，37 レストランの場所を表 Locations に新規登

録し，その紹介記事を桐生市中心街に貼り付けた．なお，この

貼り付け作業は，著者が行った．

（ 7） 本実験の広報活動：さらに，来桐者に対する本実験の

広報活動として，桐生商店街内，ならびに，桐生キャンパス内

に本実験に関するのぼり旗を設置した．また，6月から 8月の

間に一般市民向けに，3回の地域情報受信体験企画を実施した．

この企画は，群馬大学桐生キャンパスから桐生商店街までを歩

きながら，地域情報を獲得するものである．

また，桐生タイムス社と上毛新聞社からの協力の元，講義

「ユビキタス情報デザイン」，ならびに，初回の地域情報受信体

験企画を広報した．

3. 2 実験結果と考察

3. 2. 1 地図への文書自動配置機能の地域内情報発信システ

ムへの適性検証

表 2 は, 情報発信者が，地域情報発信のための場所の説明文

に使用した地理的特徴と非地理的特徴を表す単語数を表す．な



表 2 情報発信者が場所の説明文に使用した地理的・非地理的特徴を表

す単語数

地図への文書自動配置機能の呼び出し回数 1644

場所の説明文を構成する平均単語数 1.002

地理的特徴 場所識別子 15 (0.91 %)

ランドマーク名 440 (26.8 %)

住所文字列 0 (0.00 %)

地名 (市名, 地区名など) 808 (49.1 %)

非地理的特徴 地図データに含まれる種別名 (バス停など) 135 (8.21 %)

それ以外 (靴，革など) 246 (14.8 %)

表 3 (著者による情報発信を除いた) 情報発信者，発信情報，発信情

報の配置先に関する集計データ

先行実験 本実験

地域内情報発受信システムに対し，自ら情報発信 4 7

を行った商店主数

発信された地域情報数 61 139

(商店主によって発信された地域情報数) (61) (31)

情報発信者 1 名の発信地域情報数 (平均, 最大) (20.3, 46) (6.32, 18)

商店主 1 名の発信地域情報数 (平均, 最大) (20.3, 46) (4.43, 10)

地域情報が発信された場所数 (バス停数) 12 (–) 53 (27)

1 場所に配置された地域情報数 (平均, 最大) (15.9, 50) (18.8, 85)

1 バス停に配置された地域情報数 (平均, 最大) – (28.7, 85)

お，本実験中に情報発信者が使用した主要な非地理的特徴は，

次の 2種類であった：(a) 「バス」のような交通手段，ならび

に，(b) 靴や革などの店が扱う商品やその材料．

この結果より，場所の説明文を構成する平均単語数がほぼ 1

であることを考慮すると，情報発信者は，23 % (= 8.21 % +

14.8 %)の地域情報発信機会において非地理的特徴を活用した．

言い換えれば，地図への文書自動配置機能は，地理的特徴の

みを対象とした既存ジオ・コーディング技術では対応できない

23% の情報配置先選択機会を新規創出した．(厳密には，情報

発信者が非地理的特徴の代わりになりうる地理的特徴によって，

彼らが欲する配置先と誘導先を探すことが可能かもしれない．

しかし，情報発信者に，彼らが望んでいない地理的特徴の使用

を強要することは，彼らが欲する配置先と誘導先を探すための

より多くの労力を強いることを意味する．これは，情報発信者

の地域情報発信意欲を削ぐ要因になりえる．)

以上より，地図への文書自動配置機能を地域内情報発信シス

テムに適用することの有効性を明かにした．

3. 2. 2 地域-大学連携による地域情報発信数増加

本実験期間中に，著者，商店主，ならびに，受講者は，312

の地域情報を発信した．(そのうち 173 は，著者によるもので

ある．それらは桐生市の天気，ならびに，37 レストランに関す

るものであった．) 大半の地域情報は，桐生市商店街と群馬大

学桐生キャンパスの間の領域に配置された．

表 3 は，著者を除いた情報発信者，発信情報，発信情報の配

置先に関する集計データを表す．この結果は次の 2項目を示し

ている．

（ 1） 12 商店主のうち 7 名が我々のシステムを自ら使用し

たが，5 名はその小隊に属する受講生に発信作業を依頼した．

（ 2） 地域-大学連携により発信された 139 地域情報のうち

の 108 (= 139 - 31) 件は，大学生による発信であった．すなわ

表 4 情報発信者の地域内情報発受信システムの利用方法 (PC=パー

ソナル・コンピュータ＋フルブラウザ搭載の携帯電話, MP=そ

れ以外の携帯電話)

PC+MP MP

情報発信時におけるシステムへのアクセス回数 139 10

1 つの地域情報を配置した場所数 (平均) 7.26 5.80

1 つの地域情報を配置したバス停数 (平均) 5.91 4.30

表 5 情報受信者の地域内情報発受信システムの利用方法 (PC=パー

ソナル・コンピュータ＋フルブラウザ搭載の携帯電話, MP=そ

れ以外の携帯電話；この集計結果は，ブックマークからの閲覧，

ならびに，ページの再読み込み回数を含む．)

PC+MP MP

図 5 に示す (手順-B.2) 実施回数 1208 1153

図 5 に示す (手順-B.3) 実施回数 1106 1034

1 地域情報へのアクセス・パスと 3.24 2.35

して使用された場所数 (平均)

1 地域情報へのアクセス・パスと 2.41 1.87

して使用されたバス停数 (平均)

ち，地域-大学連携は，78 % (= 108
139

×100)の地域情報発信を新

規創出した．

（ 3） 先行実験との比較において，より多くの地域情報が発

掘され，発信された．これは，地域情報発信機会を大学におけ

る講義として受講生に提供することによって，受講生に地域情

報発信に対する動機付けを行えたことによる．

これより，地域-大学連携は，情報発信数増大に大きく寄与する

1手段として有効であることを明かにした．

表 3，ならびに，表 4 の要点は，次の項目にまとめられる．

（ 1） 少数ではあるが，小型携帯端末を用いて，地域情報に

緯度経度を付与することは可能であった．

（ 2） 多くの情報発信者が，発信情報に制限に近い数の緯度

経度を関連付けた．本実験は，先行実験より，情報発信者が 1

日に使用できる配置先の最大数を増加させたため，各場所に関

連付けられた地域情報数が，15.9 から 18.8 に増加した．

（ 3） 多くの情報発信者が，発信情報をバス停を中心に配置

した．これは，バス停が，人が集まるスポットとして情報発信

者に認識されていたことによる．

（ 4） 登録された場所の約半数 (99 - 53 = 46)には，1つの

地域情報も配置されなかった．それらの多くは，表 Locations

に登録されているが，本地域情報発信実験に参加しなかった店

舗であった．

3. 2. 3 先行研究において実現した地図への文書自動配置機

能の地域内情報発信システムへの適用方式の妥当性

検証

最後に，本実験期間中に発信された地域情報の受信状況を報

告する．表 5 は，情報受信者の地域内情報発受信システムの利

用方法をアクセス・ログから集計したものである．この結果は，

発信地域情報に複数の緯度経度を関連付けることによって，そ

の地域情報のアクセス機会を増大させることを示している．

さらに，地域情報へのアクセス・パスの多くが地域情報と関

連のない場所（バス停はその代表）が多いことを考慮すると，



発信内容に基づいた地域情報発信アプローチ（発信情報にジオ・

コーディングを適用し，発信情報に直接的に関連する場所のみ

に発信情報を配置するアプローチ）は，任意の地域内情報発信

システムに適さず，本システムのように，発信情報とは独立に

情報発信者の配置意図を認識するアプローチに基づいて地域内

情報発信システムを実現することが有効であると言える．

以上より，先行研究において実現した地図への文書自動配置

機能の地域内情報発信システムへの適用方式の妥当性を明かに

した．

4. 関 連 研 究

SpaceTag [10] は，発信情報にその有効期間と緯度経度を関

連付けるためのシステムとして開発された．地図への文書自動

配置機能を有する地域内情報発信システムは，このシステムと

異なり，場所の説明文を緯度経度に自動翻訳するための機能を

装備している点にある．これにより，情報発信者に地図や緯度

経度に一切触れさせることなく彼らの配置意図に適した場所に

発信情報を配置することを可能にする．

Google Maps API などのインターネット地図サービスと

連携可能な CMS(Content Management Systems) は，地域

SNS(Social Network Services) の基本システムとして運用され

ている．そのシステムにおける発信情報と緯度経度の関連付け

は，情報発信者が，マウスによるプロット操作を介して，画面

上に描画された地図上に発信情報を配置することにより実施さ

れる．OpenPNE [7]は，日本におけるインターネット地図サー

ビスと連携可能な CMS として知られている．地域コミュニ

ティ Lococom（ロココム）[6] は，インターネット地図サービ

スと連携した CMS を基本とする日本の代表的な地域 SNSの

1つとして運用されている．

5. お わ り に

本稿では，桐生市における実証実験より次の項目を明かに

した．

（ 1） 先行研究において実現した地図への文書自動配置機能

の地域内情報発信システムへの適性

（ 2） 先行研究において実現した地図への文書自動配置機能

の地域内情報発信システムへの適用方式の妥当性

（ 3） 地域-大学連携による地域情報発信数の増大

今後は，地域内情報発受信システムによる地域活性化を達成

するための (社会)モデル形成，ならびに，その実証実験を行う

予定である．そのために，我々は，次の実験環境整備を実施し

ている．

• 2009年 10月より，我々は，桐生市基本観光計画作成委

員会副委員長に就任し，その委員会を構成する市民との人脈形

成を達成した．ここで，桐生市基本観光計画作成委員会とは，

今後 10 年間の桐生市における観光施策の基礎をなす計画立案

組織である．桐生市はこれまで，日本における近代織物産業の

中心都市として発展してきたが，近年のグローバル化と経済不

況により，桐生市を支えてきた織物産業が大きく衰退し，市に

おける収益構造転換が求められている状況に直面している．近

代織物産業の遺産を活用した観光産業による桐生地域活性化は，

その１アプローチとして期待されている．本研究の観点からは，

本稿の対象外であった桐生におけるレジャー，歴史，文化情報

発信，ならびに，利活用促進への本システムの貢献を検証する

ための実験環境整備が着実に進んでいることを意味する．

• 2010年度において，群馬大学工学部情報工学科「ユビキ

タス情報デザイン」を通年講義として開講することが決定され

た．本稿第 3. 2. 2 節において，地域-大学連携が情報技術を活

用した地域情報発掘，ならびに，発信に大きく寄与することを

示した．そこで，2009年度に新規開講した「ユビキタス情報デ

ザイン」を通年講義として開講することによって，年間を通じ

た地域情報の継続発掘，ならびに，継続発信を実施するための

準備を推進している．その上で，大学生が桐生市商店街の商店

主，ならびに，前項目に示した桐生市基本観光計画作成委員会

構成員との連携を行える環境準備を推し進めている．

• 情報受信に対する環境整備については，桐生市，ならび

に，群馬大学からの協力を得ながら，県内外への広報を推し進

めていく予定である．
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